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安定成長期（1973年～1984年）
安定成長期（1973年～1984年）の11年間は高度成長期とバブル経済期の狭間に当たります。当時、世界を驚かせた日本

の高度経済成長期ですが、この時期は伸びが鈍化しています。その理由の１つとして、水俣病、イタイイタイ病などの公

害、交通渋滞や住宅の未整備が招いたサラリーマンの「痛勤地獄」などの弊害があります。このような弊害によって、成長は

徐々に鈍化していきましたが、二度にわたるオイルショックにより日本の成長期は本格的に終わりを迎えました。

図表1：1973年 第一次オイルショック第一次オイルショック

第一次オイルショックとは、1973年10月に起きた第四次中
東戦争をきっかけとして、原油価格が約4倍に引き上げられ
たことによる世界経済の混乱のことです。中東戦争というの
は、ユダヤ人国家のイスラエルと周辺のアラブ諸国との間
で、1948年の第一次から1973年の第四次まで起きた大規
模な戦争のことです。

第四次中東戦争では、石油輸出国機構（OPEC)加盟産油
国のうち、ペルシャ湾岸6カ国が原油価格を1バレル3.01米
ドルから5.12米ドルへ70％引き上げることを発表しました。
また、アラブ石油輸出国機構（OAPEC)は、イスラエル支援
国であるアメリカやオランダへの石油禁輸を発表しました。
さらに1974年1月になってOPEC加盟のペルシャ湾岸産油
国は、原油価格を5.12米ドルから11.65米ドルに引き上げ、
原油価格は3.01米ドルのほぼ4倍近くになり、こうして発生
した世界経済の混乱が第一次オイルショックです。

第一次オイルショック前から、日本はニクソン・ショックによる
円高不況に陥っていました。そこに追い討ちをかけたのが
オイルショックで、1974年はマイナス1.2％という戦後初めて
のマイナス成長を経験しました。ここに日本の高度経済成
長は完全に終わりを迎えました。オイルショックの影響は個
人の生活にも大きな影響を与え、消費者物価指数は1973
年に11.7％、1974年に23.2％上昇して、狂乱物価という言
葉が生まれました。また、人々が原油価格とは直接関係な
いはずのトイレットペーパーや洗剤などの買占めに走ったり
する社会現象も起きました。このような状況に対して、政府
は石油緊急対策要綱を策定して総需要抑制策が採られ、
大型の公共事業が凍結されるなどして、一層の景気後退
局面となりました。

1973年の第一次オイルショックでトイレットペーパーを買いだめ
する人々
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第二次オイルショック

第二次オイルショックとは、1979年のイラン革命によって

産油国イランの原油生産が激減したことによる供給不足・

原油価格高騰のことです。第二次世界大戦後、アメリカは

イラン皇帝のモハンマド・レザー・シャー・パフラヴィー

（パーレビ国王）に経済的、軍事的援助を行い、西側諸国

の一員に組入れました。パーレビは、白色革命と呼ばれ

る近代化政策を採って、オイルショック後の潤沢なオイル

マネーを国内の公共事業につぎこみました。また、婦人

の参政権や農地改革などを積極的に進めましたが、国内

に投資したオイルマネーによって急激なインフレが生じ、

農地改革もうまく機能しなかったことから、庶民の生活は

苦しくなる一方でした。また、伝統的なイスラムの価値を無

視した近代化政策は、宗教勢力や保守派の反発を招きま

した。パーレビは反対する勢力の弾圧を行いましたが、イ

ラン全土に反政府デモや暴動が拡大していきました。

パーレビは、内閣の交替によって事態の沈静化を図りま

したが効果はなく、1979年1月に国外へ退去せざるを得な

くなり、ここにイランの王政は終わりとなりました。その後、

フランスに亡命していたイスラム教の指導者であるホメイ

ニ師の帰国によって、イラン・イスラム共和国が成立しまし

た。

オイルショックの影響

原油価格は、第一次オイルショック後の11米ドル台から第

二次オイルショック後には30米ドル近くまで上昇しました。

しかしながら日本経済に与えた影響は、第二次オイル

ショックの場合は、はるかに軽微なものに留まりました。第

一次オイルショック時の日本の主要産業は重厚長大、す

なわち鉄鋼、造船、非鉄金属、石油化学といったエネル

ギーを大量消費する業種であったため、原油価格急騰の

影響を直接的に受けました。その後、日本の産業構造は

省資源の軽薄短小、つまり機械、自動車、電気機器、半

導体といった業種にシフトしていきました。また社会全体と

しても省エネ化が進みました。

日本のGDP成長率は、第一次オイルショックのあった

1974年にマイナス成長になった以外は、概ね１～５％の

範囲で推移しました。かつての２ケタ成長は望めません

が、第二次オイルショックのあった1979年でもプラス5.5％

と比較的高い成長率となりました。一方、日本ほど第一次

オイルショックの影響を受けなかった欧米諸国では、日本

のような産業構造の転換が進みませんでした。そのため、

アメリカは1980年と1982年にマイナス成長、ドイツも同じく

1982年にマイナス成長となりました。

図表2：1979年 イラン革命

図表3：日本のGDP、日経平均株価の推移

日経平均株価の推移 （年次、期間：1973年～1984年）

日本のGDPの推移 （年次、期間：1973年～1984年)

1979年のイラン革命で熱狂的な支持を受けるホメイニ師

100

200

300

400

1973年 1975年 1977年 1979年 1981年 1983年

（兆円）

3,000

6,000

9,000

12,000

1973年 1975年 1977年 1979年 1981年 1983年

（円）


